
下田市競争力強化販路拡大支援業務委託プロポーザル募集要項 

 

１ 業 務 名 

令和７年度 下田市競争力強化販路拡大支援業務 

 

２ 業務内容 

令和７年度 下田市競争力強化販路拡大支援業務仕様書のとおり 

 

３ 委託期間 

契約締結日翌日から令和８年３月19日まで 

 

４ 契約限度額 

総額2,200,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

５ 実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

６ 実施日程（予定）   

項 目 日 程 

公募型プロポーザル実施公告 令和７年４月24日（木） 

質問書提出期限 令和７年５月１日（木）午後５時まで 

質問回答期限 令和７年５月８日（木） 

参加意向申出書提出期限 令和７年５月16日（金）午後５時まで 

企画提案書提出期限 令和７年５月23日（金）午後５時まで 

プレゼンテーション 令和７年６月２日（月）予定 

審査結果通知 令和７年６月６日（金）予定 

契約締結 令和７年６月上旬 

 

７ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないもの。 

 ⑵ 下田市暴力団排除条例（平成23年下田市条例第10号）第２条に規定する暴力団、暴力団員

等又は暴力団員等と密接な関係を有する者でないこと。 

 ⑶ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立又は民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始若しくは再生手続き開始の申立がなされていな

いこと。 

 ⑷ 入札参加資格制限期間中の者でないこと。 

⑸ 消費税、地方消費税に滞納がないこと。 

  

 



８ 質問の受付及び回答 

本プロポーザルに関する質問は、質問票（様式第１号）により、電子メールで受付を行う。 

⑴ 提出期限 

令和７年５月１日（木）午後５時必着 

⑵ 回 答 

質問に対する回答は、令和７年５月８日（木）までに、全参加者に電子メールで回答する。 

⑶ 電子メール 

sangyou@city.shimoda.lg.jp 

 

９ 参加申込書 

本プロポーザルへの申込みを希望する場合は、以下に掲げる書類を提出すること。 

ア 参加意向申出書（様式第２号） 

イ 会社概要（任意様式：会社パンフレット可） 

⑴ 提出期限 

令和７年５月16日（金）午後５時必着 

⑵ 提出方法 

持参（祝日を除く月曜日から金曜日までの午前８時 30 分から午後５時まで）又は郵送のい

ずれかで提出すること。なお、郵送により提出する場合は、提出期限までに必着のこと。 

⑶ 提出先 

  〒415-0011 下田市河内101番地の１ 

  下田市産業振興課 

 

10 企画提案書の提出等について 

⑴ 提出期限 

令和７年５月23日（金）午後５時必着 

⑵ 提出方法 

持参（祝日を除く月曜日から金曜日までの午前８時 30 分から午後５時まで）又は郵送のい

ずれかで提出すること。なお、郵送により提出する場合は、提出期限までに必着のこと。 

⑶ 提出先 

  〒415-0011 下田市河内101番地の１ 

  下田市産業振興課 

⑷ 提出書類 

ア 企画提案書提出届（様式第３号） 

※業務スケジュール及び業務体制を記載すること。 

イ 業務経歴書（様式第４号） 

ウ 業務実施体制（様式第５号） 

エ 企画提案書（Ａ４）※詳細は下記を参照 

オ 見積書（様式第６号）（消費税及び地方消費税の額（10％）を加えた額を記載する。） 

カ 見積書の内訳書（任意様式とするが、金額及び業務内容を明記する。） 

キ 業務実施フロー及び工程表（様式第７号） 



⑷ 企画提案書作成について 

ア 体裁は原則Ａ４版（Ａ３版折込可）とし、横書きとする。 

イ 枚数制限は30頁以内とし、要点を簡潔にまとめて作成すること。 

ウ 仕様書の各項目について具体的な提案内容を記載すること。 

エ 企画提案書の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は計量法（平成４年法律

第51号）によるものとすること。文字のポイント数は任意とする。 

⑸ 作成部数 

正本１部、副本８部（正本コピー可）を提出すること。 

※副本については、法人等住所・名称・代表者職氏名の無記入及び押印していないものを

提出すること。 

 

11 審査方法  

下田市に事業者選定委員会を設置し、選定評価基準に基づく評価点により行う。選定は、提出

された書類に加えプレゼンテーションを実施し、それらを総合的に審査する。  

 

12 プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

⑴ 日 時 

令和７年６月２日（月） （時間については別途案内します。） 

⑵ 場 所  

下田市役所 河内庁舎 多目的室 （控室：１－D会議室） 

  下田市河内101番地の１ 

⑶ 内 容 

提案者による企画提案書の説明（20分）及び質疑応答（10分） 

⑷ 出席者 

４名以内。説明及び質疑応答の回答者は、当該業務の主担当者が行うこと。 

⑸ その他 

・プレゼンテーション順や時間などの詳細については、参加申出書提出期限後に電子メールに

より、参加業者へ通知する。 

・説明は、提出された企画提案書に基づいて説明することとし、追加資料（スライドを含む）

の使用及び配布は認めない。なお、プロジェクターを使用する場合、プロジェクター及びス

クリーンは市で準備するが、パソコン等の機器は持参すること。 

 

13 選定評価基準 

  別紙「評価基準」のとおり 

 

14 選定方法  

候補の選定については、選定委員の採点により、以下の条件に従い順次選定する。 

ただし、総合点が55点未満の場合は、候補者として選定しない。 

⑴ 過半数を超える選定委員から最高順位を得た者 

⑵ ⑴により決しない場合、全選定委員の合計得点が最高得点の者 



⑶ ⑵が複数いる場合、評価基準の細項目⑥⑦の評価点の合計が最も高い者 

⑷ ⑶が複数いる場合、事業費の最も安価な者 

 

15 審査結果の通知 

企画提案のプレゼンテーション実施後 10 日以内に、文書により通知する。ただし、審査結果

について、異議の申立ては受け付けない。 

 

16 契約方法 

選定した提案者と市が協議し、委託業務に係る仕様を確定させたうえで、契約を締結する。仕

様書の内容は、提案された内容を基本とするが、市との協議により必要に応じて内容を変更し

たうえで契約を締結することがある。 

なお、選定した最優秀提案者と市との間で行う仕様の詳細事項について協議が整わなかった場

合には、評価結果において総合評価が次に高い提案者と協議を行う。 

 

17 提案者の失格 

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

⑴ 提出期限を過ぎて企画提案書が提出された場合 

⑵ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

⑶ 審査の公平性を害する行為があった場合 

⑷ 契約限度額を上回る見積書を提出した場合 

⑸ 前各号に定めるもののほか、企画提案に当たり、著しく信義に反する行為等をしたことによ

り、事業者選定委員会の委員長が失格であると認めた場合 

 

18 その他留意事項 

⑴ 本プロポーザルの参加に要する費用は、すべて参加事業者の負担とする。 

⑵ 提出後の企画提案書の修正は、提出期限内においてのみ可能とする。 

⑶ すべての提出書類は返却しない。 

⑷ 企画提案書は、事業者選定に伴う作業等に必要な範囲において複製を作成する場合がある。 

 

19 問合わせ先 

担当部署：産業振興課 

住  所：〒415-0011 静岡県下田市河内101番地の1 

電  話：0558-22-3914  

ＦＡＸ ：0558-27-1007 

Ｅ－MAIL：sangyou@city.shimoda.lg.jp  



（別紙） 

評 価 基 準 

項目 細項目 評価の視点 配点 

全体評価 

①事業コンセプト等 
事業コンセプトが明確であり、事業の目的及び趣旨を理解

して提案しているか。 
５ 

②提案内容の実現性 実施方法等が具体的で実現性があるか。 ５ 

 小 計 10 

企画提案内容 

③募集・選定 

説明会において市内事業者の参加意欲が高まるような工

夫があるか。また市内経済団体や金融機関との連携を含む

募集・選定体制が整っているか。 

10 

④ブラッシュアップ

支援 

提案事業者のノウハウや知識・経験を活かした創意工夫が

なされ、販路拡大につながる内容となっているか。 
10 

⑤商談対策セミナー 
商談に必要な知識や準備など、商談成約につながる内容と

なっているか。 
10 

⑥個別商談会 
招聘予定の販路関係者等について幅広いチャンネルを有

し、商談成約率の高まる提案となっているか。 
15 

⑦商談の代行 
提案事業者の経験や実績、販路関係者とのネットワーク

等、商談成約率の高まる提案となっているか。 
15 

⑧アフターフォロー 

商品のブラッシュアップやプレゼン能力向上への助言等、

参加事業者の継続的な販路拡大につながるアフターフォ

ローを行う提案となっているか。 

10 

⑨自由提案 
本業務をさらに効果的なものとする提案がなされている

か。 
５ 

 小 計 75 

業務実施体制 

⑩運営体制 
業務を実施するに当たり、適切な人員配置を行っており、

体制が整っているか。 
５ 

⑪事業実績 
過去に本事業と類似の業務に関する実績があり、ノウハウ

の蓄積による効果的な運営が見込まれるか。 
５ 

 小 計 10 

事業費 ⑫見積金額の妥当性 配点×（１－見積額／委託限度額） ５ 

総合点   100 

 


